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関東大震災の教訓を
首都直下地震対策に活かす
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編集後記　CIDIR の窓から

1923年9月1日に発生した大正関
東地震からちょうど90年が経過す
る。この地震は、南関東を中心に広
範囲に様々な被害を発生させた。い
わゆる関東大震災である。死者行
方不明者10.5万人、被害総額は当
時のGDPの４割を超えた。現在発生
が危惧されている首都直下地震や南
海トラフ沿いの巨大地震による被害
は、いずれもGDP比率で同規模にな
る。「奇跡の復興」を遂げた90年前
と現在の状況を比較すると、現在は
余りにマイナス要因が多い。事前の
被害抑止対策を効率よく進め、発生
する被害量を減らさない限り、事後
対応では復旧・復興できない規模で
あることを政府も国民も強く認識す
る必要がある。（目黒公郎）

　ちょうど90年前の1923（大正12）年9月1日に発生した大正関東地震による
被害（関東大震災）は、南関東を中心に広域にわたった。10.5万人に及ぶ死者
行方不明者は、東京、神奈川、千葉、静岡、埼玉、山梨、茨城の順で多かったが、
震源に近い神奈川県下では、小田原や横浜などを中心に、激しい揺れによる建
物倒壊や火災、崖崩れ（土石流含む）や液状化による地盤沈下、沿岸部では津
波による被害を受けた。しかし犠牲者数が最大であった東京では、7万人以上の
死者行方不明者の約 95％にあたる6.5万人以上が焼死者であったことから、
延焼火災の問題が大きく取り上げられ、その後の都市震災対策の大きな柱に
なった。しかし、著者らの研究により、関東大震災においても阪神・淡路大震
災においても、延焼火災の原因として、建物倒壊が大きな影響を及ぼしていたことが分かっている。当時指摘された様々
な防火対策は対処療法としての価値はあるが、より重要なのは建物の耐震化である。
　同時多発である震後火災は公的消防の対応力を大きく上回るが、出火直後から大規模ではないので市民の自主消火
が可能でかつ最も効率的である。しかし建物倒壊が発生すると、「初期対応すべき市民がその下敷きになって対応でき
ない」、「その市民を助け出すことを優先し、初期消火が遅れる」、「倒壊建物下の出火対応は素人では難しい」、「狭い
道路では、倒壊建物による閉塞で火災現場にはアクセスできない」などの理由から、市民の初期消火が難しくなる。そ
れを証明しているのが右図である。（目黒公郎）

　CIDIRは調査会社サーベイリサーチセンターと共同で東日本大震災復興定
点調査の第 2回調査を、昨年度に引き続いて実施した。本調査は、東日本
大震災からの復興の中で、被災者の抱える希望と迷いを量的調査と質的調査
の両面から明らかにしようとするものである。昨年度は、高齢、資金難、行
政計画の遅れという制約条件によって、被災者が希望する住宅再建意向を自
己決定できない状態にあることを明らかにした。ここでは、第2回調査の速
報として量的調査の結果を報告する。
　まず、本年度の調査に実際に携わった筆者の所感としては、調査に協力頂
いたいずれの仮設住宅でも、昨年に比べて、人の出歩く姿や子供の遊ぶ姿が
増えてきており、未だ多くの困難を残しているとはいえ、1歩1歩ではあるが、
着実な被災地の復興への変化を感じた。
　調査結果からは、実際に仮設住宅での生活について、生活が「落ち着い
てきた」と感じている人は23%、「少し落ち着いてきた」と感じている人は
49%と、合わせると7割以上が2年たって落ち着きを感じていることが明ら
かになった。実際に、6割以上の人が、「少しずつ前向きになっている」（64%）、
「周囲に笑顔が増えてきている」（61%）と感じるようになっている。しかし
ながら、その一方で、「生活に張りがない」（43%）、「気持ちばかりがはやる」
（36%）、「頑張ることに疲れる」（34%）と感じる人も少なくない。
具体的には、「将来どこに住むか」をいつも考えている人が 53%（1年前は
44%）、よく考えている人が 21％（1年前は 24%）、「商売・仕事・収入など
経済的なこと」をいつも考えている人が 33%（1年前には 22%）、よく考え
る人が16%（1年前は22%）と、昨年の調査でも中心課題であった住宅や生
活の再建については、問題は改善されていない。
　現在の生活への不安についても同様である。震災前と比べて家計が「非常
に苦しくなった」人は21%、「少し苦しくなった」人は23%とあわせて4割
を超えており、昨年の約5割と比べて減少しているものの、依然として高い
水準にある。むしろ、非常に苦しくなったとする人は若干ながら増加してお
り、昨年よりも経済環境が悪化した被災者が現れている。

　「心配事があってよく眠れない」（36%）や「気が重くて憂鬱になることが
ある」（36%）といった精神的ストレスを示す人の割合も 1年前と比べて若干
悪化している。
　自宅を再建する上で感じている問題として、56%が「再建資金」を、51%
が「行政の復興計画の遅れ」を制約条件であるとしている。これらの制約条
件以前に、「年齢」や「元の場所に戻れない」ことも4割の人があげている（図
1）。また、自宅を再建する上で重視する点としては、「津波から安全である
こと」を最も多い69%が非常に重視すると回答している。被災者の多くは、
1年前と同水準で、津波に対する防災対策を極めて重視している。この他に
「医療機関」や「福祉施設」、「店舗」といった施設があげられ、生活上の不可
欠な機能として重視されている。「知り合いの存在」という、地域社会の再
建をあげる人も少なくない。このことから、住宅や生活の再建について、被
災者の希望とその制約条件に変化はなく、迷いは解決されていないと考えら
れる。
　これらの結果から、仮設住宅への入居から 1年以上が経ち、被災者を取
り巻く生活環境が全体的には落ち着きを見せる一方で、長引く避難生活に家
計の悪化、先の見えない復興といった課題に大きな変化はなく、被災者は、
これらを背景としたストレスを、それぞれの生活の中でより大きく感じるよ
うになっていると考えられる。

木造建物倒壊率から求めた震度（武村による）と
延焼火元数の関係（倒壊していない建物からの出
火では初期消火によって延焼が免れた）
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　CIDIRは「災害情報研究会」を定期的に開催している。この研究会は2012年から継続的に開催しており、
2013年からは首都直下地震の課題をテーマとした議論を行っている。
　首都直下地震では、今までの研究領域の範疇にないような新たな技術的・社会的課題が顕在化する恐れが
ある。そのため、この研究会では、様々な分野の専門家が集まり、異なる分野の連携により解決すべき首都
直下地震への課題を明確化し、新たに求められる研究課題について議論することを目的としている。各回と
もに、１名の専門家に話題提供をしていただいた後、参加者による総合討論を行っている。2013 年の研究
会の開催日及び議題・話題提供者は表１のとおりである。
　各回の話題提供・総合討論の中で、CIDIRとして既存の計画の具
体化・詳細化が重要であると感じた課題を、いくつか紹介したい（右
図を参照）。
　研究会は今後も年間を通して開催し、取り組むべき課題や研究
領域のマッピングを行う予定である。（CIDIR）

研究会の開催風景


